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21世紀に
求められる力を

伸ばす
1990 年代頃から、海外では資質・能力ベースで教育が論じられることが急速に広がり、

各国で〈新しい能力〉に基づいた教育政策がデザインされるようになった（下図）。

一方、日本でも「生きる力」や「学力の３要素」など、資質・能力を含む学力の定義が行われ、

学習指導要領にも様々な影響を及ぼすようになっている。

そこで本特集では、これまでの議論を踏まえて、今後どのように進むべきかを考察した後、

今後重要視される〈新しい能力〉を身につける学習手法として、

「探究的な学習」と「プログラミング教育」の２つを事例として紹介する。

第１特集

■諸外国の教育改革における資質・能力目標
OECD（DeSeCo） EU イギリス オーストラリア ニュージーランド （アメリカほか）

キー・コンピテンシー キー・コンピテンシー キー・スキルと
思考スキル 汎用的能力 キー・コンピテンシー 21世紀型スキル

相互作用的
道具活用力

言語、記号の活用 第１言語、外国語 コミュニケーション リテラシー

言語・記号・テキスト
を使用する能力

知識や情報の
活用

数学と科学技術の
コンピテンス 数字の応用 ニューメラシー

技術の活用 デジタル・
コンピテンス 情報テクノロジー ICT 技術 情報リテラシー

ICTリテラシー

反省性（考える力）

（協働する力）
（問題解決力）

学び方の学習
思考スキル

（協働する）
（問題解決）

批判的・創造的
思考力 思考力

創造とイノベーション
批判的思考と問題解決
学び方の学習
コミュニケーション
コラボレーション

自律的
活動力

大きな展望
進取の精神と
起業精神

問題解決
協働する

倫理的理解 自己管理力 キャリアと生活人生設計と個人的
プロジェクト

権利・利害・限界
や要求の表明 社会的・市民的

コンピテンシー

文化的気づきと表現

個人的・社会的
能力

異文化間理解

他者とのかかわり

参加と貢献

個人的・社会的責任

異質な集団
での交流力

人間関係力

協働する力
シティズンシップ

問題解決力

＊文部科学省「育成すべき資質・能力を踏まえた教育目標・内容と評価の在り方に関する検討会」第６回の配付資料（国立教育政策研究所）を基に編集部で作成

基礎的
リテラシー

認知スキル

社会スキル



　ここ２０年ほど、教育界では様々な
能力や力が提唱されてきました。私
はこれらを〈新しい能力〉と総称し
ています。この〈新しい能力〉が出
てきた背景には、後期近代社会と言
われる１９９０年代以降の社会の変化
があります。この社会の特徴として、
グローバル化、情報化、流動化が挙
げられます。例えば、２０１３年にマ
イケル・A・オズボーン＊１らが発表し
た論文「雇用の未来」では、情報化の
進展に伴い、現在ある職種の約半数
が１０～２０年後にはコンピューター
に代替されると予測されています。
　問題解決能力のレベル別職業群の
雇用推移（図１）でも、問題解決能
力が上位レベルの職業の雇用が増え

る一方で、中下位レベルでは減少し、
下位レベルは横ばいとなっています。
問題解決能力が中下位の人でも下位
レベルの職業を求めざるを得なくな
ると、それらの職業の賃金が下がり、
格差のさらなる拡大が懸念されます。
　また、グローバル化に伴って空間
的な流動化が進み、人々は国境を越
えて学んだり働いたりするようにな
りました。時間的な流動化も進み、
日本では終身雇用制が崩れ、個人が
自力で人生を切り開いていかねばな
らなくなってきています。そうした
変化が進展する後期近代社会におい
ては、〈新しい能力〉の育成が世界的
な課題となっているのです。
　〈新しい能力〉はいろいろ提唱され
ていますが、３つの特徴があります。
　１つは、対象の年齢や範囲の広さ
です。〈新しい能力〉の対象は小学

生から成人まで広が
り、また、ＯＥＣＤの
ＰＩＳＡ＊２２０１２年調
査には、世界経済の
８割以上をカバーす
る６５か国・地域が
参加するまでになっ
ています。
　能力の中身の広さ
も特徴です。〈新し
い能力〉には、知識・
技能などの認知的側
面にとどまらず、対

人関係などの社会的側面や、態度な
どの情意的側面も含まれます。
　３つめの特徴は、単に教育目標と
して掲げられるだけでなく、評価対
象にもされるようになったというこ
とです。例えば、前述のＰＩＳＡ調査は、
世界各国の教育政策に大きな影響を
与えています。日本もそうですが、〈新
しい能力〉を何らかの形で教育目標
として設定し、評価の対象としてい
る国・地域は多く、それらの国・地
域では、学校段階を問わず、その育

＊１　イギリス・オックスフォード大学の准教授。同大学のカール・ベネディクト・フレイ氏との共著で 2013 年に「THE FUTURE OF EMPLOYMENT（雇用の未来）」を発表した。
＊２　Programme for International Student Assessment の略。国際的な学習到達度調査のこと。
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まつした・かよ　京都大学大学院教育学研究科
博士後期課程退学。博士（教育学）。群馬大学教
育学部助教授、京都大学高等教育教授システム
開発センター助教授を経て、2004 年より現職。
専門分野は、教育方法学（能力論、学習論、評
価論）、大学教育学。主な著書に、『〈新しい能力〉
は教育を変えるか』（編著、ミネルヴァ書房）、『ディー
プ・アクティブラーニング』（編著、勁草書房）など。

図１ 問題解決能力のレベル別職業群の雇用推移
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出典／文部 科 学省「2030 年に向けた教育の在り方に関する第２回日本・
OECD 政策対話（報告）」

〈新しい能力〉の育成は
後期近代社会の世界的な課題

京都大学高等教育研究開発推進センター　教授　　松下佳代
「キー・コンピテンシー」「21世紀型スキル」など、今後求められる資質・能力をまとめた〈新しい能力〉が
次 と々提唱され、教育現場には戸惑いも見られる。そこで、これまでの議論や潮流を整理するとともに、
これらの能力を今後の教育施策にどう結びつけていくべきか、京都大学の松下佳代教授に話を聞いた。

これからの社会に求められる能力を
どのように捉え、どのように育むべきか

解説



成に力を注いでいます。

　様々な〈新しい能力〉が提唱され
る中、どのような能力を、どのよう
に育成すべきなのでしょうか。
　日本でこれから求められる力とし
てよく取り上げられるのが、学校教
育法で定義された「学力の３要素」
です。このうち、「思考力・判断力・
表現力」は、ＰＩＳＡリテラシーの影
響を強く受けて取り入れられました。
また、「主体的に学習に取り組む態度」
は、中央教育審議会の高大接続改革
の答申などでは「主体性・多様性・
協働性」と表現されていますが、い
ずれも背景には〈新しい能力〉にお
いて情意的・社会的側面を重視して
いるということがあります。
　「学力の３要素」は、ＯＥＣＤが進め
る「Education2030プロジェクト」
での能力概念と共通する部分が多く

（図２）、文部科学省も理論的な裏づ
けとして用いています。この概念は、
「知識」「スキル」「人間性」の３つと、
自分の学びをどう省察し学び続ける
かという「メタ学習」で構成されます。
「スキル」には、算数の筆算のような
教科に特化した技能ではなく、創造
性やコミュニケーション力、協働性
などが含まれています。
　もう１つ注目したいのが、ＯＥＣＤ─
ＤｅＳｅＣｏ＊１の「キー・コンピテンシー」
です。これは、「相互作用的に道具を
用いる（対象世界との関係）」「異質
な集団で交流する（他者との関係）」
「自律的に活動する（自己との関係）」
の３つのカテゴリーで構成され、コ
ンピテンシーの核心には「思慮深さ」
があると考えられています（図３）。
　キー・コンピテンシーが「能力を
育てる関係性」に着目しているのに
対し、「Education２０３０プロジェク
ト」の能力概念は「育てたい能力に
包摂される人間の属性」に焦点を当

てています。両者は別々のものであ
り、前者を「３軸」（他者・自己・対
象世界）、後者を「３次元」（知識・
スキル・人間性）と捉え、そこに「思
慮深さ」や「メタ学習」が加わると
考えるとよいでしょう。
　さらに、能力を考える上で欠かせ
ない視点が、「普遍性」と「時代性」
です。いつの時代も変わらずに求め
られる能力がある一方で、時代に応
じて求められる能力もあります。　
　「３軸×３次元＋メタ学習」に「普
遍性と時代性」の視点を併せ持つこ
とで、〈新しい能力〉がそれぞれ何を
重視しているかを捉えやすくなると
思います。例えば、ＡＴＣ２１Ｓ＊２が提
唱する「２１世紀型スキル」は、ＩＣＴ
リテラシーなど時代性がより強調さ
れた〈新しい能力〉であると言えます。
　このような視点で学校の教育観や
教師自身の指導観を振り返ることで、
教育活動の特色や課題に気づきやす
くなるのではないでしょうか。そし

＊１　DeSeCo は「デセコ」という。コンピテンシーを国際的・学際的かつ政策指向的に研究するため、OECD が組織したプロジェクト。1997 〜 2003 年に活動。
＊２　Assessment and Teaching of 21st Century Skills の略。2009 年、世界中の研究者、政府、国際機関が立ち上げた国際団体。4 つの分野に分けて10 のスキルを提唱した。
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「Education２０３０プロジェクト」での能力概念と
「学力の３要素」の重なり

「Education２０３０プロジェクト」での能力概念

個別の
知識・技能

思考力・判断力・
表現力等

主体性・多様性・
協働性・学びに向かう力・

人間性　など

メタ学習

21世紀
の教育

どのように省察し学ぶか

伝統的 現代的

社会の中でどのよう
にかかわっていくか

知っていることを
どう使うか

何を知っているか

知識

人間性

思いやり
興味・関心、勇気
逆境を跳ね返す力

倫理観
リーダーシップ

創造性
批判的思考

コミュニケーション
協働性

数学
言語
など

ロボット工学
起業精神
など

知識

スキル 人間性

対応する「学力の３要素」

＊中央教育審議会　教育課程企画特別部会　論点整理　補足資料を基に編集部で加筆して作成

図３図２ ＯＥＣＤ─ＤｅＳｅＣｏの「キー・コンピテンシー」

＊国立教育政策研究所「キー・コンピテンシーの生涯学習政策指標としての
活用可能性に関する調査研究」を基に編集部で加筆して作成

異質な集団で
交流する

A他者とうまくかかわる
B協働する
C 紛争を処理し、解決する

自律的に
活動する

相互作用的に
道具を用いる

コンピテンシーの核心

A 大きな展望の中で活動する
B人生計画や個人的プロジェ
クトを設計し実行する
C自らの権利、利害、限界や
ニーズを表明する

A言語、シンボル、テクスト
を相互作用的に用いる
B知識や情報を相互作用的
に用いる
C技術を相互作用的に用いる

思慮深さ
Reflectiveness

他者との関係

自己との関係 対象世界
との関係

「育てたい能力
に包摂される
人間の属性」
に焦点

「能力を育てる
関係性」
に着目

〈新しい能力〉を
どのように捉えればよいか



て、「今後はこの能力の育成にもっと
力を入れよう」「この能力はこの活動
で育てよう」など、育てたい能力を
整理しやすくなるはずです。

　そうした〈新しい能力〉の育成に
向けて推奨されているのが、アクティ
ブ・ラーニング（以下、ＡＬ）です。
従来、小学校では実践が比較的進ん
でいましたが、中学校や高校、とりわ
け進学校では入試対策を理由に導入
が遅れていました。しかし、〈新しい
能力〉の評価を組み込んだ大学入試改
革は、その状況を変えつつあります。
　ＡＬを導入する際、「３軸×３次元
＋メタ学習」「普遍性と時代性」の視
点と照合すると、各活動がどのよう
な能力の育成につながるのかが分か
りやすくなります。ＡＬでは、表現
力や協働性など、汎用的な力の育成
と知識・技能の習得をどう両立させ
るかが重要です。
　ペアワークやグループワークと
いった協働学習、「書く」「話す」と
いった表現活動をさせればよいとい
う、形だけのＡＬに陥らないように
注意する必要もあります。大切なの
は「深い学び」「対話的な学び」「主
体的な学び」を行うことだからです。
　例えば、「深い学び」を行うために
は、事実的知識だけでなく、その根
底にあって、ほかの事例でも使える
ような概念や原理を理解し、一般化
するといった、深い理解にまで至る
ことが大切です。一例を挙げると、
ある中学１年生の国語の授業では、
中原中也の作品を題材として、初め
に教員主導の授業で修辞法の概念や
詩を読み解くポイントを学びました。
続いて、修辞法の知識を生かして、
グループで自校の校歌を分析する活
動に取り組み、クラス全体で意見を

共有。最後に、各自で生徒歌の修辞
法の概念を応用分析するという課題
を提示して、授業は終了しました。
学習した内容を２つの素材へ応用す
ることで、より深い理解につなげる
ことができました。
　「ＡＬを行うと時間が足りなくな
る」という悩みをよく聞きます。反
転学習を取り入れたり、タブレット
などのＩＣＴツールを活用したりと
いった方法も考えられますが、事実
的知識と概念や原理のメリハリをつ
けることが、まず前提になります。
　〈新しい能力〉の育成にあたって
は、評価も大切なポイントです（図
４）。現状では、客観テストや質問紙
調査などに偏りがちですが、本当に
授業を変えるのであれば、内容を深
く理解できているか、知識を使う能
力が育っているかを評価できるよう
に、「直接・質的評価」であるパフォー
マンス評価やポートフォリオ評価な
どを取り入れることが理想です。

　〈新しい能力〉を、授業だけでなく、
教育活動全体でいかに育てるかとい
う視点も重要です。とはいえ、〈新し

い能力〉を育てるために新しく活動
を始めなければならないかというと
そんなことはなく、既存の活動でも
〈新しい能力〉を育てる場になり得ま
す。例えば、主体性や協働性、リーダー
シップなど〈新しい能力〉で重視さ
れているものを、部活動などを通じ
て身につけてきた生徒は少なくない
のではないでしょうか。そのように、
学校行事や生徒会活動、部活動など、
あらゆる教育活動で育成したい能力
を検討してみてください。教育活動
全体で育てるためには、個々の教員
に委ねるのではなく、学校として学
びの仕組みをつくったり、場を提供し
たりする必要もあるでしょう。
　〈新しい能力〉の育成について、個々
の学校、教員一人ひとりで考えるの
は難しいものです。教育委員会が大
まかな方針を示した上で、地域の学
校が共通して取り組むことと、学校
が個々に取り組むことを、うまく切
り分けるとよいと思います。一方で、
活動の推進にあたっては、学校や教
員の主体性が大切です。教育委員会
は、リソースを準備したり、学校間
で成功・失敗事例を共有する仕組み
をつくったりすることが、現場の支
えとなるのではないでしょうか。
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21世紀に求められる力を伸ばす第１特集

図４ 学習評価の構図

＊松下教授提供資料を基に編集部で作成

Ⅱ
質問紙調査

自分の学習行動、学習観、
興味・関心、学力・能力などに

関する質問紙

Ⅲ
客観テスト

例）多肢選択問題、正誤問題、
順序問題、求答式問題

Ⅰ
学習者による自分の学びに

ついての記述
感想文、振り返りシート

Ⅳ
パフォーマンス評価
作品や実演の評価、
観察や応答による評価

ポートフォリオ評価

量
的
評
価

質
的
評
価

直接評価

間接評価

〈新しい能力〉が育つ
アクティブ・ラーニングとは

特別活動や課外活動も含め
教育活動全体での育成を
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